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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第２四半期連結
累計期間

第61期
第２四半期連結
会計期間

第60期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年９月30日

自平成20年７月１日
至平成20年９月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高（千円） 8,388,400 4,367,061 16,746,437

経常利益（千円） 1,015,360 458,399 1,485,324

四半期（当期）純利益（千円） 621,673 257,714 919,806

純資産額（千円） － 18,777,171 18,638,740

総資産額（千円） － 23,848,424 23,397,296

１株当たり純資産額（円） － 1,350.77 1,340.78

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
44.72 18.53 66.16

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 78.7 79.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,066,595 － 1,892,056

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,720,889 － △897,098

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△139,226 － △333,805

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 3,101,885 3,920,062

従業員数（人） － 1,013 1,053

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,013 (176)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）からグループ外への出向者を除き、グ

ループ外から当社グループへの出向者を含む。）であります。

２．従業員数欄の（　）は、臨時雇用者（パートタイマー、嘱託及びエルダースタッフ）の当第２四半期連結会計

期間の平均人員であり、外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 584 (107)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２．従業員数欄の（　）は、臨時雇用者（パートタイマー、嘱託及びエルダースタッフ）の当第２四半期会計期間

の平均人員であり、外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績については、単一セグメントのため製品区分別に記載しております。

製品区分 金額（千円）

平刃類 1,267,776

カッター類 779,324

丸鋸類 1,516,452

合計 3,563,553

　（注）上記金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

 (2) 受注状況

　 当第２四半期連結会計期間の受注状況については、単一セグメントのため製品区分別に記載しております。

製品区分 受注高（千円） 受注残高（千円）

平刃類 1,686,489 721,672

カッター類 973,077 264,459

丸鋸類 1,718,959 699,496

商品 71,562 27,238

合計 4,450,088 1,712,866

　（注）上記金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績については、単一セグメントのため製品区分別に記載しております。

製品区分 金額（千円）

平刃類 1,591,520

カッター類 944,170

丸鋸類 1,756,105

商品 75,264

合計 4,367,061

　（注）１．上記金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

２．主要な販売先については、総販売実績に対する割合が10％以上に該当するものがないため記載を省略してお

ります。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油、原材料価格高や、海外経済全体の減速による輸出の増勢

鈍化の影響を受け企業収益が減少するなど、景気の下振れ懸念は一段と高まってまいりました。一方、世界経済を見

ましても、アジアでは、拡大が続いておりました中国におきましても成長が鈍化しつつあり、米国では金融危機を発

端とする信用収縮の影響などから景気の停滞感は強まっており、欧州でも減速傾向が鮮明となってまいりました。

当社製品と関連の深い国内住宅関連産業におきましては、新設住宅着工戸数が改正建築基準法施行の影響による

落ち込みからは回復してきたものの、鋼材価格の高騰などによる需要の減退から低水準で推移し、引き続き厳しい

状況となりました。

このような環境におきまして、当社グループは金属切断用丸鋸、製本紙工用刃物などの非住宅関連刃物やグロー

バル市場での販売拡大を目指し、戦略的な生産、営業活動を展開いたしました。

これにより、海外における売上は、アジアでは製紙用刃物、合板用刃物などが順調に伸び、アメリカでは金属切断

用丸鋸、製紙用刃物が増加、ヨーロッパでは金属切断用丸鋸、製本紙工用刃物を中心に好調に推移したため、全体と

して増加いたしましたが、国内における売上は、住宅関連刃物の需要が大きく落ち込み減少となりました。

この結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は43億６千７百万円となりました。

利益面につきましては、原材料価格の高騰などのコストアップ要因がありましたが、グループ全体での生産効率

向上に努めた結果、営業利益は５億２千９百万円となりました。また、経常利益は為替差損を計上したことなどによ

り４億５千８百万円、四半期純利益は２億５千７百万円となりました。

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　日本

海外への売上は順調に伸びましたが、国内への売上は住宅関連刃物などが減少し、当第２四半期連結会計期

間における売上高は37億７千２百万円となりました。また、営業利益は３億５千６百万円となりました。

②　インドネシア

新たな市場開拓を進め、当第２四半期連結会計期間における売上高は５億円となり、営業利益は５千９百万

円となりました。

③　米国

金属切断用丸鋸の拡販を進めた結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は１億９千２百万円、営業

利益は２千１百万円となりました。

④　オランダ

販売チャネルの強化や機械メーカー、刃物メーカーとの連携が順調に進んだことなどにより、当第２四半期

連結会計期間における売上高は５億８千万円、営業利益は７千１百万円となりました。

⑤　中国

生産体制の強化を引き続き実施するとともに、本社工場との分業体制を推進したことなどにより、当第２四

半期連結会計期間における売上高は２億１千１百万円、営業利益は１千万円となりました。

なお、所在地別セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高を含めて記載しております。
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(2) キャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期末に比べ７千

万円減少し、当第２四半期末には31億１百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は８億３千１百万円となりました。これは主

に、税金等調整前四半期純利益が４億５千２百万円となり、売上債権の増加で１億３百万円、たな卸資産の増加で９

千７百万円の減少要因があったものの、減価償却費で２億８千３百万円、賞与引当金の増加で２億６千７百万円の

増加要因があったことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は９億３百万円の支出となりました。これは主

に、有価証券の取得による支出で５億円、有形固定資産の取得による支出で３億９千５百万円あったことなどによ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は、自己株式の取得による支出であります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間における研究開発費の総額は９千１百万円でありました。なお、当第２四半期連結会計

期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 14,310,000 14,310,000
東京証券取引所
名古屋証券取引所
各市場第二部

－

計 14,310,000 14,310,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年７月１日～
平成20年９月30日 － 14,310,000 － 2,142,500 － 2,167,890
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大口興産株式会社 名古屋市熱田区六番三丁目11番３号 2,299 16.06

渡辺　裕子 名古屋市昭和区 1,041 7.27

太田　万佐子 名古屋市天白区 1,021 7.13

渡辺　浩 名古屋市昭和区 1,000 6.98

渡辺　美奈子 名古屋市昭和区 925 6.46

兼房従業員持株会 愛知県丹羽郡大口町中小口一丁目１番地 867 6.06

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社
東京都中央区晴海一丁目８番11号 614 4.29

渡辺　將人 名古屋市昭和区 404 2.82

太田　正志 名古屋市天白区 377 2.64

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社
東京都港区浜松町二丁目11番３号 217 1.51

計 － 8,769 61.28

　（注）１．上記のほか、自己株式が408千株あります。

２．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式

数は、信託業務に係るものであります。

EDINET提出書類

兼房株式会社(E01437)

四半期報告書

 9/26



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（注）１
普通株式 408,900 － －

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式 13,892,200 138,922 －

単元未満株式 普通株式 8,900 － －

発行済株式総数  14,310,000 － －

総株主の議決権 － 138,922 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権の数２個）が含まれて

おります。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

兼房株式会社
愛知県丹羽郡大口町中

小口一丁目１番地
408,900 － 408,900 2.86

計 － 408,900 － 408,900 2.86

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 900 870 850 834 750 660

最低（円） 850 840 800 750 652 615

　（注）最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,701,885 3,920,062

受取手形及び売掛金 4,850,528 4,959,786

有価証券 500,000 －

商品 51,474 36,002

製品 1,169,297 1,240,030

原材料 1,357,445 1,271,257

仕掛品 806,490 768,171

その他 684,275 630,935

貸倒引当金 △17,481 △16,050

流動資産合計 13,103,916 12,810,196

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 3,877,113 3,928,129

その他（純額） 4,791,240 4,571,261

有形固定資産合計 ※1
 8,668,354 8,499,390

無形固定資産

のれん 18,834 23,542

その他 192,397 105,657

無形固定資産合計 211,232 129,200

投資その他の資産 ※2
 1,864,921 1,958,509

固定資産合計 10,744,507 10,587,100

資産合計 23,848,424 23,397,296
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,917,373 1,858,411

短期借入金 42,568 45,660

未払法人税等 300,080 113,908

賞与引当金 365,394 366,205

その他 1,124,791 946,604

流動負債合計 3,750,206 3,330,791

固定負債

退職給付引当金 798,197 917,922

役員退職慰労引当金 517,619 506,034

その他 5,229 3,809

固定負債合計 1,321,045 1,427,765

負債合計 5,071,252 4,758,556

純資産の部

株主資本

資本金 2,142,500 2,142,500

資本剰余金 2,167,890 2,167,890

利益剰余金 14,343,753 13,945,985

自己株式 △208,252 △208,039

株主資本合計 18,445,891 18,048,335

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 92,934 161,910

為替換算調整勘定 238,346 428,494

評価・換算差額等合計 331,280 590,404

純資産合計 18,777,171 18,638,740

負債純資産合計 23,848,424 23,397,296
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 8,388,400

売上原価 5,261,446

売上総利益 3,126,953

販売費及び一般管理費 ※1
 2,178,645

営業利益 948,307

営業外収益

受取利息 8,349

受取配当金 15,387

為替差益 44,597

その他 14,421

営業外収益合計 82,754

営業外費用

支払利息 1,136

売上割引 13,937

その他 627

営業外費用合計 15,701

経常利益 1,015,360

特別利益

固定資産売却益 2,034

特別利益合計 2,034

特別損失

固定資産売却損 26

固定資産除却損 11,529

特別損失合計 11,555

税金等調整前四半期純利益 1,005,839

法人税等 ※2
 384,166

四半期純利益 621,673
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 4,367,061

売上原価 2,752,290

売上総利益 1,614,771

販売費及び一般管理費 ※1
 1,085,581

営業利益 529,189

営業外収益

受取利息 6,447

受取配当金 6,912

その他 9,394

営業外収益合計 22,754

営業外費用

支払利息 564

売上割引 6,803

為替差損 86,176

営業外費用合計 93,544

経常利益 458,399

特別利益

固定資産売却益 1,501

特別利益合計 1,501

特別損失

固定資産売却損 26

固定資産除却損 7,487

特別損失合計 7,513

税金等調整前四半期純利益 452,387

法人税等 ※2
 194,672

四半期純利益 257,714
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,005,839

減価償却費 549,417

のれん償却額 4,708

退職給付引当金の増減額（△は減少） △119,725

賞与引当金の増減額（△は減少） △706

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,778

受取利息及び受取配当金 △23,736

支払利息 1,136

為替差損益（△は益） △37,692

売上債権の増減額（△は増加） 72,405

たな卸資産の増減額（△は増加） △128,756

仕入債務の増減額（△は減少） 60,657

その他 △201,881

小計 1,183,444

利息及び配当金の受取額 20,931

利息の支払額 △1,215

法人税等の支払額 △136,564

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,066,595

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △600,000

有価証券の取得による支出 △500,000

有形固定資産の取得による支出 △614,497

有形固定資産の売却による収入 1,459

無形固定資産の取得による支出 △4,214

投資有価証券の取得による支出 △7,281

貸付金の回収による収入 3,643

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,720,889

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △213

配当金の支払額 △139,013

財務活動によるキャッシュ・フロー △139,226

現金及び現金同等物に係る換算差額 △24,656

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △818,177

現金及び現金同等物の期首残高 3,920,062

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,101,885
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

会計処理基準に関する

事項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変

更

たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、従来、総平均法による原価法に

よっておりましたが、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）が適用されたことに伴い、総平均法

による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

により算定しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間

の営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益は、それぞれ26,700千円減少して

おります。

なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。

 (2) 「連結財務諸表作成における在外子会社

の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「連結財

務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決

算上必要な修正を行っております。

これにより、当第２四半期連結累計期間

の営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益は、それぞれ3,165千円減少して

おります。

なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 (3) リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりましたが、

「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連

結会計年度に係る四半期連結財務諸表から

適用することができることになったことに

伴い、第１四半期連結会計期間からこれら

の会計基準等を適用しております。

なお、リース取引開始日が会計基準適用

初年度開始前の所有権移転外ファイナンス

・リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　　これによる、損益に与える影響はありませ

ん。

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．たな卸資産の評価

方法

当第２四半期連結会計期間末におけるたな

卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、

前連結会計年度に係る実地たな卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法によっ

ております。

２．固定資産の減価償

却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。

３．繰延税金資産及び

繰延税金負債の算定

方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して

は、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がな

いと認められるので、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

税金費用の計算 税金費用については、主として当第２四半

期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて

表示しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産減価償却累計額　　15,973,943千円 ※１　有形固定資産減価償却累計額　　15,706,887千円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産　　　　　　　　　 4,037千円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産　　　　　　　　　 4,749千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

荷造運送費 160,682千円

従業員給与 602,847

従業員賞与 63,224

賞与引当金繰入額 141,385

退職給付費用 63,298

役員退職慰労引当金繰入額 15,985

開発研究費 182,223

減価償却費 50,959

※２　「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整

額」を一括して「法人税等」として記載しておりま

す。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

荷造運送費 79,537千円

従業員給与 302,619

賞与引当金繰入額 103,662

退職給付費用 32,995

役員退職慰労引当金繰入額 6,286

開発研究費 91,029

減価償却費 26,710

※２　「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整

額」を一括して「法人税等」として記載しておりま

す。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 3,701,885

預入期間が３か月を超える定期預金 △600,000

現金及び現金同等物 3,101,885
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式 14,310,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式 408,913株

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日

定時株主総会
普通株式 139,013 10.00 平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

　　後となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月12日

取締役会
普通株式 139,010 10.00 平成20年９月30日 平成20年12月９日 利益剰余金 

４．株主資本の金額の著しい変動

　　　第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。これにより、期首の利益剰余金が84,890千円減少

しております。

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

工業用機械刃物事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

EDINET提出書類

兼房株式会社(E01437)

四半期報告書

21/26



【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

インドネシ
ア（千円）

米国
（千円）

オランダ
（千円）

中国
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高         

(1) 外部顧客に対する売上

高
3,172,127 421,670 192,674 580,589 － 4,367,061 － 4,367,061

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高
600,227 78,965 － － 211,219 890,412 (890,412) －

計 3,772,355 500,635 192,674 580,589 211,219 5,257,474 (890,412) 4,367,061

営業利益 356,580 59,646 21,905 71,680 10,338 520,151 9,038 529,189

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

インドネシ
ア（千円）

米国
（千円）

オランダ
（千円）

中国
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高         

(1) 外部顧客に対する売上

高
6,147,518 790,649 382,802 1,067,428 － 8,388,400 － 8,388,400

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高
1,205,581 146,904 － － 389,837 1,742,323 (1,742,323) －

計 7,353,100 937,554 382,802 1,067,428 389,837 10,130,723 (1,742,323) 8,388,400

営業利益 583,522 96,545 50,108 132,256 29,299 891,731 56,575 948,307

（注）１．国または地域の区分は連結会社の所在国によっております。

２．会計処理の方法の変更

（たな卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(1) に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用して

おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が「日

本」で33,961千円減少し、「消去又は全社」で7,260千円増加しております。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(2) に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第

２四半期連結累計期間の「インドネシア」の営業利益が3,165千円減少しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 769,171 218,466 607,670 56,616 1,651,924

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 4,367,061

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の
割合（％）

17.6 5.0 13.9 1.3 37.8

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,474,630 419,014 1,120,568 130,192 3,144,405

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 8,388,400

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の
割合（％）

17.6 5.0 13.4 1.5 37.5

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

(1) アジア インドネシア、マレーシア

(2) アメリカ 米国、ブラジル

(3) ヨーロッパ ドイツ、スウェーデン

(4) その他の地域 ニュージーランド、オーストラリア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,350.77円 １株当たり純資産額 1,340.78円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 44.72円 １株当たり四半期純利益金額 18.53円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純利益（千円） 621,673 257,714

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 621,673 257,714

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,901 13,901

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成20年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額 139,010千円

（ロ）１株当たりの金額 10円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月９日

（注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

   平成20年11月12日

兼房株式会社    

 取締役会 御中　 

 監査法人トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　夏樹　　印

     

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 石倉　平五　　印

     

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼房株式会社の平成

20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、兼房株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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